


       (単 位 ： 　円）

科　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減 備　　　考

Ⅰ．一般正味財産増減の部

 　１．経常増減の部

  (1)　経常収益

  基本財産運用益 500 500 0
     基本財産受取利息　 500 500 0 基本財産利息収入

  特定資産運用益 0 0 0
     特定資産受取利息　 0 0 0
  受取会費 7,201,000 7,326,500 △ 125,500
     正会員受取会費 7,065,000 7,190,500 △ 125,500一般会費収入

     賛助会員受取会費 136,000 136,000 0
   事業収益 2,325,000 2,169,500 155,500
      研修事業収益 122,000 98,500 23,500
      広報事業収益 200,000 200,000 0 会報用広告料収入

      会員親睦事業収益 1,681,000 1,535,000 146,000懇親会等会費収入

      青年・女性部会事業収益 322,000 336,000 △ 14,000青年・女性部会会費収入

　 受取補助金等 14,085,500 14,213,900 △ 128,400
     受取全法連助成金振替額 12,595,500 12,787,900 △ 192,400全法連助成金（Ａ）

     受取全法連助成金 150,000 150,000 0 全法連助成金（Ｂ）

     受取全法連補助金 170,000 156,000 14,000全法連補助金（Ｂ）

     受取県法連補助金 1,170,000 1,120,000 50,000県法連補助金（Ｂ）

   雑収益 324,071 316,065 8,006
     受取利息 36 45 △ 9 受取利息収入

     雑収益 324,035 316,020 8,015雑収入

   経常収益（Ａ）　　　 23,936,071 24,026,465 △ 90,394
  (２)　経常費用

  事業費 19,157,886 19,260,359 △ 102,473
  (税制改正提言事業) 55,693 55,585 108
     調査研究費 52,669 52,669 0
     委員会費 3,024 2,916 108
  (税に関する研修会事業) 719,637 268,377 451,260
     会場費 101,922 94,595 7,327
     資料費 150,480 0 150,480
     諸謝金 289,031 30,000 259,031
     新聞掲載費 49,140 24,570 24,570
     印刷製本費 15,980 14,580 1,400
     消耗品費 20,540 22,303 △ 1,763
     通信運搬費 45,888 35,673 10,215
     委員会費 0 0 0
     委託費 46,656 46,656 0
  (租税教育事業) 576,258 597,293 △ 21,035
     資料費 45,360 47,790 △ 2,430
     諸謝金 120,000 150,000 △ 30,000
     委員会費 21,600 23,760 △ 2,160
     通信運搬費 2,156 3,696 △ 1,540
     消耗品費 285,086 273,727 11,359
     印刷製本費 74,056 58,320 15,736
     支払負担金 28,000 40,000 △ 12,000
  (税の広報事業) 1,210,132 857,132 353,000
     消耗品費 5,940 7,722 △ 1,782
     印刷製本費 0 0 0
     新聞掲載費 10,800 10,800 0
     支払負担金 450,000 450,000 0
     通信運搬費 592,692 308,650 284,042
     委員会費 0 0 0
     委託費 150,700 79,960 70,740
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科　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　　減 備　　　考

     消耗品費 678,966 560,957 118,009
     印刷製本費 13,381 0 13,381
     賃借料 819,010 801,736 17,274
     支払手数料 275,673 324,400 △ 48,727
     雑費 2,398 0 2,398
  管理費 4,388,838 4,636,571 △ 247,733
     役員報酬 422,400 422,400 0
     給料手当 684,441 680,624 3,817
     退職給付費用 6,880 32,640 △ 25,760
     福利厚生費 166,972 141,407 25,565
　　 渉外慶弔費 100,349 70,683 29,666
     表彰費 0 45,998 △ 45,998
　　 会議費 904,821 1,117,333 △ 212,512
     旅費交通費 104,195 96,254 7,941
     通信運搬費 126,900 188,232 △ 61,332
     リース料 40,645 30,359 10,286
     消耗什器備品費 732 3,416 △ 2,684
     消耗品費 129,327 106,849 22,478
     印刷製本費 2,549 0 2,549
     事務委託費 966,000 966,000 0
     委託費 180,774 171,624 9,150
     賃借料 156,002 152,712 3,290
     諸会費 301,200 306,150 △ 4,950県連会費等

     支払負担金 0 0 0
     支払寄付金 0 0 0
     支払手数料 52,508 61,791 △ 9,283
     新聞図書費 41,687 42,099 △ 412
     雑費 456 0 456
   経常費用計（B）　　　 23,546,724 23,896,930 △ 350,206
   当期経常増減額（Ａ－B）　　　 389,347 129,535 259,812

 　2．経常外増減の部
  (1)　経常外収益
  　固定資産売却益
  　固定資産売受贈益
   経常外収益計　　　 0 0 0
  (2)　経常外費用
  　固定資産売却損
  　固定資産除却損 0 0 0
  　災害損失
   経常外費用計　　 0 0 0
   当期経常外増減額　　　 0 0 0
   税引前当期一般正味財産増減額　　　 389,347 129,535 259,812
  　法人税、法人県民税、法人市民税 0 0 0
         当期一般正味財産増減額 389,347 129,535 259,812
         一般正味財産期首残高 9,126,341 8,996,806 △ 129,535
         一般正味財産期末残高 9,515,688 9,126,341 389,347
Ⅱ．指定正味財産増減の部
  　  受取補助金等 12,595,500 12,787,900 △ 192,400
         受取全法連助成金 12,595,500 12,787,900 △ 192,400
      一般正味財産への振替額 △ 12,595,500 △ 12,787,900 192,400
       　一般正味財産への振替額 △ 12,595,500 △ 12,787,900 192,400
       当期指定正味財産増減額 0 0 0
       指定正味財産期首残高 0 0 0
       指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ．正味財産期末残高 9,515,688 9,126,341 389,347
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場所・物量等 使　用　目　的　等 金　　額

　【流動資産】

　現金 　手元保管 　運転資金として 41,086

　預金 　普通預金 　運転資金として 3,272,298

　　三条信金本店 3,272,298

　前払金 50,600

　流動資産合計 3,363,984

　【固定資産】

　　基本財産 　預金 　定期預金 　公益目的保有財産であり、運用益を公益 5,000,000

　　三条信金本店 　事業の財源として使用している。 5,000,000

　　その他固定資産 　電話加入権 　事務局 122,800

　固定資産合計 5,122,800

　　資産合計 8,486,784

　【流動負債】

　未払金 25,497

　預り金 社会保険料・源泉税・県市民税、個人預り金 113,745

　流動負債合計 139,242

　　負債合計 139,242

　　正味財産 8,347,542

   　　　　財　  産　  目　 録　　　　  

    令和２年３月３１日現在

                                                        (単 位 ： 　円）

貸借対照表科目























の改定には厳しい制約が課されている。職務執行の対価であり、原則損金算入

できるよう見直すこと。 

 ４ 引当金の損金算入 

(1)退職給与引当金は、将来確実に発生する債務を引き当てるものであることから、

その繰入について損金算入を認めること。 

(2)賞与引当金は、潜在的には各月に発生する未払い費用としての性格を有してい

ることから、その繰入について損金算入を認めること。 

５ 無形減価償却資産の償却期間の短縮 

   電算機ソフトウェアは５年償却となっているが、技術進歩が早いため期間を３

年とすること。 

 

 

第二 所得税関係 

  １ 土地・建物等の損益通算 

  土地・建物等の譲渡により生じた譲渡損失の損益通算及び繰越控除を認めるこ

と。  

  ２ 不動産所得の負債利子の損益通算   

      土地等に係る負債利子については、不動産所得の計算上生じた損失がある場

合に、他の所得との損益通算が認められないこととなっている。これはバブル

期の措置として設けられたものであり、大きく環境が変わっていることから損

益通算を復活させること。 

  ３ 医療費控除 

      医療費控除については、昨今の実情を勘案し、最高限度額を 300 万円(現行

200 万円)に引き上げること。 

 

第三 相続税・贈与税関係 

1 親族外への事業承継に対する措置の充実 

2 贈与税の控除額引上げ 

（１） 経済活性化の観点から、贈与税の基礎控除額を引き上げること。 

（２）  昭和 63 年以来据え置かれている居住用不動産の配偶者控除額を 2,000 万

円から 3,000 万円に引き上げること。 

   3 保険金・死亡退職金の非課税限度額引上げ 

    

  法定相続人１人 500 万円を 1,000 万円に引き上げること。 

   4 課税財産の見直し 

（１） 事業用資産を一般財産と切り離した事業承継税制とすること。 

（２） 相続開始後に発生する相続に伴う費用（遺言執行費用、税理士・弁護士報

酬等）は、相続税の課税財産から控除すること。 

 









  ⑸ 全法連主催・平成３１年税制セミナーへの参加  

    開催日 平成３１年２月１３日(水) 

    場 所 ハイアットリージェンシー東京（新宿） 

    内 容  

     第１講座 

      演題 「平成３１年度税制改正について」 

      講師 財務省主税局審議官            

     第２講座 

      演題 「日本の財政再建と税制改革について」 

      講師 中央大学大学院法務研究科 特任教授 森信 茂樹 氏 

    出席者数 約５００名（うち三条法人会１名） 

 

 

３．地域の経済社会環境の整備・改善を図るための事業 

  ⑴ 平成３０年度の経営支援に関する研修会の実施状況 

    平成３０年度の研修会開催状況は以下のとおりです。 

 

項 目 別 研 修 会 開 催 状 況 

テ ー マ 参加人数 実施回数 講 師 

この国の政治・経済の行方 107 1 政治アナリスト 

伊 藤 惇 夫  氏 

民法改正について 21 1 ひめさゆり法律事務所 

弁護士 石川佳代・滝沢亮 氏 

日商簿記３級 278 16 税 理 士 

松 﨑 孝 史 氏 

相続・事業承継への準備と心がまえ 20 1 オフィス シマズ 代表 

島 津  悟 氏 

日本経済の嘘と真実 92 1 ㈱経世論研究所所長 

三 橋 貴 明 氏 

合  計 518 20  

 

  ⑵ 研修用教材の配布 

    経営セミナーに関する教材や資料は経営情報の周知には必要であり、平成３０

年度においても各種テキスト等を作成し、研修会の開催時等に参加者に配付しま

した。 

   配付したテキスト等 

    ①日商簿記３級問題集 

    ②軽減税率制度の基本と実務対策 





 

Ⅲ 共益関係 
 

 １．会員支援のための親睦・交流及び福利厚生に資する事業 

  ⑴ 組織の強化・充実 

     会員増強については、解散や廃業等の増など、会員の減少傾向に歯止めがかからない状

態であります。今年度も会員増強運動は「役員（親会、地区会）１人１社獲得」を目標と

して運動を推進しました。更に、会員企業についても「あなたのお仲間企業を会員に！」

１社につき新規会員１社獲得を目標に会員増強運動を展開、全会員に会員募集パンフレッ

トを配付し協力を要請した。 

     又、保険会社３社並びに税理士会三条支部、青年部会及び女性部会、各地区会にも例年

どおり協力を要請した。 

   イ．新設法人データの活用 

   ロ．各種研修会の会場で法人会のＰＲをし加入促進を図った。 
 

  ⑵ 会員移動状況 
 

期首会員数 
期中移動 

期末会員数 
入会 退会 

１，７６７ １０  ４２ １，７３５ 
 

    ※所管法人数３，５１３社 ･･････････ 加入率 ４９．４％ 

 
 

  ⑶ 広報活動の充実 

平成３０年度も、キャッチフレーズを〔税を味方に、強い経営を、〕 とするポスターを

全会員に配付並びに各種法人会行事の会場に貼り出しＰＲした。  
 

  ⑷ 部会等事業の充実 
 

 事  業  名 開催数 出席者数 

青 年 部 会 定時総会 １ ２１ 

 研修会の開催 ４  ５７ 

 会議の開催 ３ ２７ 

 その他会議等参加 ６ １４ 

女 性 部 会 通常総会 １ ２４ 

 研修会の開催 ４ ７０ 

 会議の開催 ４ ２９ 

 その他会議等参加 ６ ２１ 

６ 地 区 会 通常総会（報告会）  ４ １２４ 

 研修会の開催 ２４ ４８５ 

 会議の開催 ７ ６１ 

 

   青年・女性部会活動 

    イ．青年部会関係 
      今年度も「租税教育活動」として、小学校の租税教室の講師を務めるとともに、管内

の高校三年生を対象に租税教室を開催し、租税教育のＰＲに協力した。 
    ロ．女性部会関係 
      絵はがきコンクールを開催。研修会の都度、タオルを収集。福祉施設へ寄贈した。 

 



 



 

Ⅳ 管理関係 
 

  ⑴ 事務運営体制の確立 

    公益法人制度改革を踏まえ、諸規程の整備を図るとともに、法令に基づく適正な 

   情報開示に努めました。さらにホームページを充実し情報の発信や会活動のＰＲを 

   図りました。 

 

  ⑵ 諸会議等の開催状況 

⑴  通常総会 

     開 催 日  平成３０年６月８日 

     場  所  餞心亭おゝ乃 

     出席者数  ９５７社 (委任状を含む) 

     決議事項 

  第１号議案  平成２９年度決算報告承認の件 

  第２号議案  その他 

   

報告事項 

① 理事会承認事項 

    平成２９年度事業報告 

    平成３０年度事業計画 

    平成３０年度収支予算 

  ②　その他 
 

   ⑵ 理事会 

    第１回理事会 

     開 催 日  平成３０年５月９日 

     場  所  三条ロイヤルホテル 

     出席者数  ２４名 

     決議事項 

 第１号議案  平成２９年度事業報告承認の件 

 第２号議案  平成２９年度支決算報告承認の件 

 第３号議案  監事監査規程制定の件 

 第４号議案  その他 

報告事項 

  ① 今後の事業予定について 

  ② その他 

    第２回理事会 

     開 催 日  平成３０年１１月２１日 

     場  所  二洲楼 

     出席者数  ２５名 

     議決事項 

      第１号議案  平成３０年度会員数の状況と会員増強の推進について 



 

 第２号議案  その他 

報告事項 

  ① ３１年度税制改正要望について 

  ② 合同納税表彰式法人会表彰関係者の報告について 

  ③ 平成位 3 0 年度後期会議・事業予定について 

  ④ 三条法人会賀詞交歓会について 

  ⑤ 県連特別講演会及び年末懇親パーティーについて 

  ⑥ 全法連記事広告について 

  ⑦ 第１８回法人会親善ゴルフ大会収支決算報告について 

  ⑧ その他資料配付説明 

 

    第３回理事会 

     開 催 日  平成３１年３月１９日 

     場  所  餞心亭 おゝ乃 

     出席者数  ２３名 

     議決事項 

      第１号議案  平成３１年度事業計画（案）並びに収支予算（案）承認の件 

 第２号議案  平成３１年度通常総会の日時及び場所並びに議事に付すべき事項に 

             ついて 

 第３号議案  任期満了に伴う役員改選に関する件について 

 第４号議案  その他 

報告事項 

① 平成３０年度予算執行状況について 

② 平成３１年度全法連・県法連功労者表彰候補者の推薦の件について 

③ 会員数の状況について 

④ 平成３１年度税制改正の概要について 

⑤ 第１９回法人会ゴルフ大会の件について 

⑥ その他 

   ⑶ 正副会長会議 

    第１回正副会長会議 

     開 催 日  平成３０年５月９日 

     場  所  三条ロイヤルホテル 

     議 題 

       (１) 平成２９年度事業報告承認の件 

       (２) 平成２９年度決算報告承認の件 

       (３) 監事監査規程の制定の件 

       (４) 今後の事業予定 

       (５)  その他 

 

     

 
 



 

    第２回正副会長会議 

     開 催 日  平成３１年３月１４日 

     場  所  三条ロイヤルホテル 

     協議事項 

      (１) 役員改選に関する件 

      (２)  平成３１年度事業計画（案）の件について 

(３) 平成３１年度収支予算（案）の件について 

      (４)  平成３１年度第１回理事会並びに第８回通常総会開催に関する 

(５)  平成３１年度全法連・県法連功労者表彰候補者の推薦の件について 

(６)  平成３０年度予算執行状況について 

(７) その他   

報告事項 

① 平成３１年度税制改正の概要について 

② 会員数の状況について 

③ 第１９回法人会親善ゴルフ大会開催の件について 

④ その他 
 

   ⑷ 監事会 

     開 催 日  平成３０年４月２６日 

     場  所  三条商工会議所会館会議室 

① 平成２９年度事業会計監査について 

② その他 
 

  ⑸ 総務広報委員会 

    〔第１回〕 平成３０年７月１２日  三条ロイヤルホテル 

① 第３９号の経過報告について 

② 法人会だより第４０号の編集計画の検討と原稿依頼について 

     ③　その他 

 

    〔第２回〕 平成３０年１１月１２日 三条ロイヤルホテル 

     ① 第４０号の経過報告について 

     ② 法人会だより第４１号の編集計画の検討と原稿依頼について 

③ その他  

 

   ⑹ 第１８回法人会親善ゴルフ大会実行委員会 (第２回) 

     開 催 日  平成３０年５月３１日 

     場  所  三条ロイヤルホテル 

     　第１８回法人会親善ゴルフ大会の実施について確認 

     ②　実行委員会役員名簿の確認 

     ③　地区別参加者名簿の確認 

     ④　協賛者賞品の一覧表（予定） 

     ⑤　表彰式の進行について 

①



 

     ⑥組み合わせについて 

     ⑦その他 
 

   ⑺ 第１９回法人会親善ゴルフ大会実行委員会 

     開 催 日  平成３１年１月２８日 

     場  所  三条ロイヤルホテル 

     ①第１９回法人会親善ゴルフ大会実行委員構成について 

     ②第１９回法人会親善ゴルフ大会案内・実施要項について 

     ③第１９回法人会親善ゴルフ大会収支予算について 

     ④参加者の募集並びに案内周知方法について 

     ⑤表彰式・パーティーの次第（確認）について 

     ⑥協賛賞品について 

     ⑦その他 
 
 

 

   ⑻ その他行事参加 

    ① 第３５回法人会全国大会（鳥取大会） 

     開 催 日  平成３０年１０月１１日 

     場  所  とりぎん文化会館 

     参加人員  約１,６００名（うち三条法人会１名） 

     第１部 記念講演 

       演題 「大山どりの奇跡 」～３５歳、どん底からの挑戦～ 

       講師  ㈱ 大山どり   代表取締役 島 原 道 範  氏 

     第２部 式典 

      ・来賓紹介・祝辞 

      ・表彰状贈呈 

      ・税制改正提言の報告 

      ・青年部会による租税教育活動の報告 

      ・大会宣言 

     第３部 懇親会 

    ② 新春記念講演及び受章祝典及び新年賀詞交歓会 

     開 催 日  平成３1年１月２２日 

     場  所  帝国ホテル 

     参加人員  約５００名（うち三条法人会１名） 

     第１部 新春記念講演 

       演題 「人を活かすリーダーシップのヒント」 

       講師  元全日本バレーボール選手  三 屋 裕 子  氏 

     第２部 受章祝典 

     第３部 新年賀詞交歓会 

 

    ③ 第３５回「事務局セミナー」 全法連主催 

     開 催 日  平成３1年３月４日 



 

     場  所  ハイアットリージェンシー東京（新宿） 

     参加人員  ３９７名（うち三条法人会２名） 

     第１部 「法人会の副利厚生制度について」 

          講師 （公財）全国法人会総連合 専務理事  松﨑也寸志 氏他 

     第２部 「管理者のための立ち入り検査のポイントと対策」 

          講師 （公財）公益法人協会 副理事長 鈴木勝治 氏 

 

    ④ 事務局担当者研修会（局法連主催） 

     開 催 日  平成３０年１２月４日 

     場  所  ホテル ブリランテ武蔵野（さいたま市） 

     参加人員  ９６名（うち三条法人会２名） 

     第１講座 「統合プラットフォームの操作・活用について」 

          講師 （公財）全国法人会総連合 事業部 次長 佐藤雅弘 氏 

                                 

     第２講座 「消費税軽減税率制度について」 

          講師 関東信越国税局 課税第二部 消費税課 課長補佐 加藤 裕 氏 

                                 

 

 

 

   ⑼ その他関係会議等参加 
 

開催日 会 議 名 場  所 出席者 

 30.4.27 税団協正副会長会議 越前屋ホテル ３ 

    5.24 税団協役員会 越前屋ホテル ５ 

    5.29 県連総務委員会 にいがた法人会館 １ 

    6. 6 県連理事会 にいがた法人会館 ２ 

    6.13 県連税制委員会 にいがた法人会館 １ 

    6.20 県連通常総会 ホテルイタリア軒 １３ 

8.22 局法連平成３０年度通常役員総会 ラフレさいたま １ 

    6.28 税団協第４８回定時総会 ジオ・ワールドビップ １１ 

    7.19 税団協「税の窓」広報委員会 越前屋ホテル 7 

    9. 5 県連理事会及び福利厚生制度連絡協議会  ホテルイタリア軒 ４ 

9．13  県連事務局会議並びに研修会 ＡＮＡクラウンプラザホテル新潟　 ２ 

   10. 10  税団協正副会長会議 三条商工会議所 １ 

10.31 福利厚生制度推進会議 ホテルイタリア軒 ３ 

   11. 29  税を考える週間 記念講演会 アオーレ長岡 ４ 



 

   11.14 税を考える週間 広報活動 イオン県央店 １ 

   11.15 平成３０年度合同納税表彰式 ジオ・ワールドビップ １７ 

   12.11 税団協「税の窓」広報委員会 越前屋ホテル ５ 

   12.12 県連・新潟法人会主催特別講演会 ＡＮＡクラウンプラザホテル新潟 １４ 

12.17  県連事務局長会議・ｱﾌﾗｸｯｸ三者合同表彰研修会 ＡＮＡクラウンプラザホテル新潟 １ 

31. 2. 6 県連総務委員会 ＡＮＡクラウンプラザホテル新潟

ＡＮＡクラウンプラザホテル新潟

１ 

    2. 7 国税局幹部との協議会・県連理事会  ２ 

 

 

   ⑽ 青年部会関係 

   平成30年 

     5月  8日 青年部会監査会・役員会 

     5月18日 青年部会定時総会・講演会 

     7月  3日 県連青年部会連絡協議会正副会長会議 

     7月27日 青年部会正副部会長会議（三条ロイヤルホテル） 

     8月24日 青年部会役員会 

     9月20日 県連青年部会連絡協議会合同セミナー（糸魚川） 

    10月25日 三条・燕西蒲法人会青年部会合同研修会（㈱コロナ） 

    11月  9日 全法連法人会全国青年の集い（岐阜市） 

   平成31年 

     2月  5日 青年部会・女性部会合同新春懇談会 
 

 

   ⑾ 女性部会関係 

   平成30年 

     4月12日 法人会全国女性フォーラム（山梨大会） 

     5月11日 女性部会監査会・役員会 

     5月22日 女性部会定時総会・事業所見学（新潟郵便局） 

     7月  6日 県連女性部会連絡協議会正副会長会議 

     7月30日 女性部会役員会（松木屋） 

9月26日 県連全国フォーラム実行委員会（第１回） 

    10月18日 県連女性部会連絡協議会合同セミナー（柏崎市） 

    11月30日 女性部会セミナー＆やさしい税金教室 

12月18日 県連全国フォーラム実行委員会（第２回） 

    12月19日 女性部会タオルの寄贈（加茂市社会福祉協議会） 

   平成31年 

     2月 5日 青年部会・女性部会合同新春懇談会 

     2月 7日 女性部会絵はがきコンクール審査会 

2月 14日 県連全国フォーラム実行委員会（第３回） 

         2月19日 女性部会正副部会長会議（松木屋） 

 

   ⑿ 地区会関係 

   平成30年 

     5月15日 加茂地区会 報告会 

    

 5月28日 栄地区会  定時総会     

 5月30日 三条地区会 役員会・定時総会     

 5月18日 田上地区会 定時総会 



  


